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令和６年度北見地区消防組合一般会計歳入歳出決算 

審査意見について 

 

 

  地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 233 条第２項の規定により審査に

付された令和６年度北見地区消防組合一般会計歳入歳出決算について、北見

地区消防組合監査基準（令和２年消防監査委員訓令第１号）に準拠し審査し

たので、別紙のとおり意見を提出します。 
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 注  記 

 

１ 文中及び各表中の比率等の用法は､次のとおりである。 

  （1）比  率  ･･････ 原則として、小数点第２位で四捨五入している。 

              このため、合計と内訳の計が一致しない場合がある。 

  （2）「 0.0 」 ･･････ 該当値はあるが､原則として 0.05 未満のものである。 

  （3）「  -  」 ･･････ 該当値のないもの、算出不能のものである。 

  （4）「皆 増」 ･･････ 前年度に数値がなく、全額増加したものである。 

   (5)「皆 減」 ･･････ 本年度に数値がなく、全額減少したものである。 

２ 文中に用いている｢本年度｣は令和６年度、｢前年度｣は令和５年度である。 

３ 本審査を行うに当たり決算審査資料を作成したので､参考に資するため付表

として添付した。 
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北見地区消防組合一般会計歳入歳出決算審査意見 

 

 

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号。以下「法」という。）第 233 条第２項の規定

に基づき、北見地区消防組合監査基準（令和２年消防監査委員訓令第１号）に準拠し、

次のとおり審査を実施した。 

 

１ 審査対象 

令和６年度 北見地区消防組合一般会計歳入歳出決算 

 

２ 審査概要 

（１）審査期間 

令和７年８月１３日から令和７年９月１８日まで 

 

 （２）審査の方法及び範囲 

審査に当たっては、提出された一般会計歳入歳出決算書、同事項別明細書、実

質収支に関する調書、財産に関する調書について関係法令に準拠して調製されて

いるか、計数は正確か、予算執行は適正か、財政状況は適正かなどを審査すると

ともに、資料の提出を求め、併せて必要に応じ説明を聴取し審査の参考とした。 

また、現金・預金の残高等の確認、諸証ひょう類の審査については法に基づき、

別に例月現金出納検査及び定期監査において実施した。 

 

３ 審査結果 

一般会計歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に

関する調書については、関係法令に準拠して調製され、表示された計数は正確で

あり、予算の執行についても適正であることが認められた。 

審査結果の概要は、以下に述べるとおりである。 
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４ 決算収支状況  

        

（１）概   要         

本年度の決算額は、歳入総額 3,023,833,878 円､歳出総額 2,963,171,799 円で、

歳入歳出差引額が 60,662,079 円となり、本年度の実質収支では、60,662,079 円の

剰余金が生じている。 

また、予算の執行状況をみると執行率は歳入 100.0％（前年度 100.1％）、歳出

98.0％（同 97.5％）となっている。 

 

増　減　額 増 減 率

(A) 3,084,308,000 3,150,923,000 3,023,071,000 △ 127,852,000 △ 4.1

調 定 額 (B) 3,069,290,417 3,153,116,654 3,023,833,878 △ 129,282,776 △ 4.1

収 入 済 額 (C) 3,069,290,417 3,153,116,654 3,023,833,878 △ 129,282,776 △ 4.1

不 納 欠 損 額 0 0 0 0 -

収 入 未 済 額 0 0 0 0 -

執 行 率(C/A) 99.5 100.1 100.0

支 出 済 額 (D) 2,994,706,941 3,071,718,402 2,963,171,799 △ 108,546,603 △ 3.5

執 行 率(D/A) 97.1 97.5 98.0

(C-D) 74,583,476 81,398,252 60,662,079 △ 20,736,173 △ 25.5

0 0 0 0 -

74,583,476 81,398,252 60,662,079 △ 20,736,173 △ 25.5

予 算 現 額

歳
 
 

入

歳
出

歳入歳出差引額

翌 年 度 へ 繰 越
す べ き 財 源

実 質 収 支 額

決　　算　　収　　支　　の　　推　　移

（単位：円・％）

　　　　          　    年  　度
　区　　分

令和 ４ 年度 令和 ５ 年度 令和 ６ 年度
前 年 度 比 較 

 

 

（２）歳   入         

歳入総額は 3,023,833,878 円で、前年度に比較し 129,282,776 円（4.1％）減少し

ているが、その主なものは､消防車両等の整備事業費の増により消防組合債で

48,200,000 円増加した一方で、分担金及び負担金で 167,800,000 円減少したことな

どによるものである。       
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決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増減額 増減率

1 2,844,900,000 92.7 2,992,458,000 94.9 2,824,658,000 93.4 △ 167,800,000 △ 5.6

2 916,150 0.0 863,550 0.0 888,200 0.0 24,650 2.9

3 - - - - 21,232,000 0.7 21,232,000 皆増

4 0 0.0 25,000,000 0.8 500,000 0.0 △ 24,500,000 △ 98.0

5 64,164,653 2.1 74,583,476 2.4 81,398,252 2.7 6,814,776 9.1

6 21,809,614 0.7 30,911,628 1.0 17,657,426 0.6 △ 13,254,202 △ 42.9

7 137,500,000 4.5 29,300,000 0.9 77,500,000 2.6 48,200,000 164.5

3,069,290,417 100.0 3,153,116,654 100.0 3,023,833,878 100.0 △ 129,282,776 △ 4.1

諸 収 入

款　別　歳　入　決　算　額　の　推　移
（単位：円・％）

区      分
令和 ４ 年 度 令和 ５ 年 度 令和 ６ 年 度 前年度比較

消 防 組 合 債

歳  入  合  計

分 担 金
及 び 負 担 金

使 用 料
及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

寄 附 金

繰 越 金

 

 

(３) 歳   出         

歳出総額は 2,963,171,799 円で、前年度に比較し 108,546,603 円（3.5％）減少し

ているが、その主なものは、人件費等の増により総務費で 11,741,428 円、常備消防

費で 91,121,932 円増加した一方で、消防施設費で 133,648,272 円、公債費で

66,501,533 円減少したことなどによるものである。 

 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増減額 増減率

1 1,333,990 0.0 2,426,734 0.1 2,303,864 0.1 △ 122,870 △ 5.1

2 277,284,817 9.3 285,485,057 9.3 297,226,485 10.0 11,741,428 4.1

3 2,242,445,542 74.9 2,371,831,167 77.2 2,317,813,539 78.2 △ 54,017,628 △ 2.3

1,821,335,371 60.8 1,882,757,413 61.3 1,973,879,345 66.6 91,121,932 4.8

125,642,962 4.2 127,852,498 4.2 116,361,210 3.9 △ 11,491,288 △ 9.0

295,467,209 9.9 361,221,256 11.8 227,572,984 7.7 △ 133,648,272 △ 37.0

4 472,718,592 15.8 411,162,444 13.4 344,660,911 11.6 △ 66,501,533 △ 16.2

5 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 -

6 924,000 0.0 813,000 0.0 1,167,000 0.0 354,000 43.5

2,994,706,941 100.0 3,071,718,402 100.0 2,963,171,799 100.0 △ 108,546,603 △ 3.5

款　別　歳　出　決　算　額　の　推　移　

（単位：円・％）

区      分
令和 ４ 年 度 令和 ５ 年 度 令和 ６ 年 度 前年度比較

公　債　費

予　備　費

諸 支 出 金 fff

歳  出  合  計

議　会　費

総　務　費

消　防　費

1 常 備 消 防 費

2 非常備消防費

3 消 防 施 設 費
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北 見 市 置 戸 町 訓 子 府 町 計

令和６年度決算額 258,820,154 19,494,332 21,215,863 299,530,349

令和５年度決算額 249,464,527 18,413,134 20,034,130 287,911,791

増　減　額 9,355,627 1,081,198 1,181,733 11,618,558

１ 令和６年度決算額 1,714,402,091 116,817,490 142,659,764 1,973,879,345

３ 常備消防費 令和５年度決算額 1,639,120,094 109,926,398 133,710,921 1,882,757,413

増　減　額 75,281,997 6,891,092 8,948,843 91,121,932

２ 令和６年度決算額 79,542,177 22,057,668 14,761,365 116,361,210

令和５年度決算額 88,897,817 20,718,717 18,235,964 127,852,498

増　減　額 △ 9,355,640 1,338,951 △ 3,474,599 △ 11,491,288

３ 令和６年度決算額 175,732,895 17,565,153 34,274,936 227,572,984

消防施設費 令和５年度決算額 240,561,645 65,417,135 55,242,476 361,221,256

増　減　額 △ 64,828,750 △ 47,851,982 △ 20,967,540 △ 133,648,272

令和６年度決算額 1,969,677,163 156,440,311 191,696,065 2,317,813,539

小　　計 令和５年度決算額 1,968,579,556 196,062,250 207,189,361 2,371,831,167

増　減　額 1,097,607 △ 39,621,939 △ 15,493,296 △ 54,017,628

令和６年度決算額 334,415,010 5,227,138 5,018,763 344,660,911

令和５年度決算額 397,151,889 7,134,799 6,875,756 411,162,444

増　減　額 △ 62,736,879 △ 1,907,661 △ 1,856,993 △ 66,501,533

令和６年度決算額 0 0 0 0

令和５年度決算額 0 0 0 0

増　減　額 0 0 0 0

令和６年度決算額 0 547,000 620,000 1,167,000

令和５年度決算額 0 379,000 434,000 813,000

増　減　額 0 168,000 186,000 354,000

令和６年度決算額 2,562,912,327 181,708,781 218,550,691 2,963,171,799

令和５年度決算額 2,615,195,972 221,989,183 234,533,247 3,071,718,402

増　減　額 △ 52,283,645 △ 40,280,402 △ 15,982,556 △ 108,546,603

市　町　別　決　算　額
（単位：円）

区          分

１　議  会  費
　

２　総  務  費

　
消
 
 
 
 

防
 
 
 
 

費

 非  常  備
 消  防  費

４　公  債  費

５　予  備  費

６　諸支出金

 合       計

 

(４) 組合債の状況         

（単位：円）

令和 ５ 年度末 令和 ６ 年度中 令和 ６ 年度末

現在高 発行額 元金 現在高

(A) (B) (C) (A)+(B)-(C)

北 見 市 3,794,724,529 75,900,000 320,219,555 14,195,455 3,550,404,974

置 戸 町 31,987,627 700,000 5,093,764 133,374 27,593,863

訓 子 府 町 34,619,870 900,000 4,870,220 148,543 30,649,650

3,861,332,026 77,500,000 330,183,539 14,477,372 3,608,648,487合　　計

令和６年度中元利償還額

利子
区      分

 

【済】☆Ｐ４%20%20市町別執行状況Ｒ6（データ使用）.xls
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５ 財産に関する調書 

 

公有財産及び物品の主な増減の内訳は、次のとおりである。  

公有財産の土地、建物及び工作物での増減はなかった。また、物品（車両）で

は、高規格救急自動車２台（消防署常呂支署、消防署訓子府支署）、水槽付消防ポ

ンプ自動車１台（消防署東出張所）及び指揮車１台（消防署置戸支署）の４台を

更新し、経年劣化に伴い４台が廃棄となったため、本年度末の保有台数は、前年

度と同数の 108 台となっている。 

           

財 産 の 増 減 及 び 現 在 高 

 

増 減 差 引

 土　　　　　地 (㎡) 39,318.13 0 0 0 39,318.13 0.0

 建物及び工作物

（１）庁舎及び分団車庫 (㎡) 18,666.54 0 0 0 18,666.54 0.0

（２）訓練塔 (㎡) 358.43 0 0 0 358.43 0.0

（３）サイレン塔 (基) 10 0 0 0 10 0.0

（４）ホース乾燥塔 (基) 3 0 0 0 3 0.0

（５）防火水槽 40㎥以上 (基) 292 0 0 0 292 0.0

（６）防火水槽 40㎥未満 (基) 49 0 0 0 49 0.0

(台) 108 4 4 0 108 0.0

区　　　　分
令和５年度
末現在高

令和６年度中増減高 令和６年度
末現在高

増減率
(％)

公
 
 

有
 
 

財
 
 

産

 　物　　　　品  ( 車　両 )
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６ む す び 

 

令和６年は、元日に発生した能登半島地震をはじめ、日向灘地震や奥能登豪

雨など、自然災害による甚大な被害が発生し、令和７年１月に発生した埼玉県

八潮市の道路陥没事故においても、地域住民の生活や経済活動に大きな影響が

もたらされた。 

住民の生命・財産に係る自然災害や事故に即時に対応するためには、体制を

維持し続けることが不可欠であり、人員、車両、資器材などの限られた消防資

源を最大限に活用していくことが求められている。 

頻発化・激甚化の傾向にある自然災害への対応や消防業務の高度化・専門化

が課題となる中、消防行政に求められる役割は益々大きくなっている。 

 

令和６年度の主な事業としては、高規格救急自動車や水槽付消防ポンプ自動

車の整備、消防署常呂支署サイレン吹鳴装置の更新及び消火栓の新設などによ

り、消防施設の充実強化が図られた。また、救急業務高度化及び救急需要への

対応として、感染症対策資器材の整備や高度救命処置訓練人形の更新を行った

ほか、通信施設整備事業として令和７年度着工の消防指令システム及び消防救

急デジタル無線設備更新の実施設計を行うなど、地域防災力の強化に取り組ま

れた。 

 

消防が対応する災害は、火災、交通事故、水難事故、自然災害からテロ災害

などの特殊な災害までに及ぶが、今後も多様化する住民ニーズを的確に把握し、

構成市町の連携を図りながら、地域住民の安全・安心な生活と災害に強いまち

づくりの実現に向けて取り組みを進められたい。 



 

 

 

 

 

 

 

決 算 審 査 資 料（付表） 
 

 



 

－７－ 

金　　額 構成比 金　　額 構成比
予算現額
に対する
比     率

金　　額 構成比

１ 2,824,658,000 93.4 2,824,658,000 93.4 100.0 2,824,658,000 93.4

1 負 担 金 2,824,658,000 93.4 2,824,658,000 93.4 100.0 2,824,658,000 93.4

２ 1,000,000 0.0 888,200 0.0 88.8 888,200 0.0

1 手 数 料 1,000,000 0.0 888,200 0.0 88.8 888,200 0.0

３ 21,232,000 0.7 21,232,000 0.7 100.0 21,232,000 0.7

1 国 庫 補 助 金 21,232,000 0.7 21,232,000 0.7 100.0 21,232,000 0.7

４ 510,000 0.0 500,000 0.0 98.0 500,000 0.0

1 寄 附 金 510,000 0.0 500,000 0.0 98.0 500,000 0.0

５ 81,398,000 2.7 81,398,252 2.7 100.0 81,398,252 2.7

1 繰 越 金 81,398,000 2.7 81,398,252 2.7 100.0 81,398,252 2.7

６ 16,673,000 0.6 17,657,426 0.6 105.9 17,657,426 0.6

1 預 金 利 子 3,000 0.0 37,038 0.0 1,234.6 37,038 0.0

2 雑 入 16,670,000 0.6 17,620,388 0.6 105.7 17,620,388 0.6

７ 77,600,000 2.6 77,500,000 2.6 99.9 77,500,000 2.6

1 消 防 組 合 債 77,600,000 2.6 77,500,000 2.6 99.9 77,500,000 2.6

3,023,071,000 100.0 3,023,833,878 100.0 100.0 3,023,833,878 100.0

金    額 構成比 金    額 構成比 執行率

１ 3,049,000 0.1 2,303,864 0.1 75.6

1 議 会 費 3,049,000 0.1 2,303,864 0.1 75.6

２ 303,703,000 10.0 297,226,485 10.0 97.9

1 総 務 管 理 費 303,392,000 10.0 297,005,537 10.0 97.9

2 監 査 委 員 費 311,000 0.0 220,948 0.0 71.0

３ 2,365,107,000 78.2 2,317,813,539 78.2 98.0

1 常 備 消 防 費 2,000,341,000 66.2 1,973,879,345 66.6 98.7

2 非 常 備 消 防 費 133,971,000 4.4 116,361,210 3.9 86.9

3 消 防 施 設 費 230,795,000 7.6 227,572,984 7.7 98.6

４ 344,664,000 11.4 344,660,911 11.6 100.0

1 公 債 費 344,664,000 11.4 344,660,911 11.6 100.0

５ 5,381,000 0.2 0 0.0 -

1 予 備 費 5,381,000 0.2 0 0.0 -

６ 1,167,000 0.0 1,167,000 0.0 100.0

1 諸 支 出 金 1,167,000 0.0 1,167,000 0.0 100.0

3,023,071,000 100.0 2,963,171,799 100.0 98.0

0

歳   出   合   計 0

予 備 費 0

0

諸 支 出 金 0

0

公 債 費 0

0

消 防 費 0

0

0

総 務 費 0

0

0

議 会 費 0

0

（歳　　 出）

款　　　　　項

令　和　６　年　度

予  算  現  額 支    出    済    額
翌年度繰越額

使 用 料 及 び 手 数 料

寄 附 金

繰 越 金

諸 収 入

消 防 組 合 債

歳   入   合   計

国 庫 支 出 金

収  　　 入   

分 担 金 及 び 負 担 金

　歳入歳出年度比較表

（歳  　 入）

款　　　　　項

令　和　６　年　度    

予　算　現　額 調    定    額

 



 

－８－ 

執行率 収入率 金　　額 構成比 収入率 増減額 増減率

100.0 100.0 0 0 2,992,458,000 94.9 100.0 △ 167,800,000 △ 5.6

100.0 100.0 0 0 2,992,458,000 94.9 100.0 △ 167,800,000 △ 5.6

88.8 100.0 0 0 863,550 0.0 100.0 24,650 2.9

88.8 100.0 0 0 863,550 0.0 100.0 24,650 2.9

100.0 100.0 0 0 - - - 21,232,000 皆増

100.0 100.0 0 0 - - - 21,232,000 皆増

98.0 100.0 0 0 25,000,000 0.8 100.0 △ 24,500,000 △ 98.0

98.0 100.0 0 0 25,000,000 0.8 100.0 △ 24,500,000 △ 98.0

100.0 100.0 0 0 74,583,476 2.4 100.0 6,814,776 9.1

100.0 100.0 0 0 74,583,476 2.4 100.0 6,814,776 9.1

105.9 100.0 0 0 30,911,628 1.0 100.0 △ 13,254,202 △ 42.9

1,234.6 100.0 0 0 807 0.0 100.0 36,231 4,489.6

105.7 100.0 0 0 30,910,821 1.0 100.0 △ 13,290,433 △ 43.0

99.9 100.0 0 0 29,300,000 0.9 100.0 48,200,000 164.5

99.9 100.0 0 0 29,300,000 0.9 100.0 48,200,000 164.5

100.0 100.0 0 0 3,153,116,654 100.0 100.0 △ 129,282,776 △ 4.1

金    額 構成比 執行率 増減額 増減率

2,426,734 0.1 78.0 △ 122,870 △ 5.1

2,426,734 0.1 78.0 △ 122,870 △ 5.1

285,485,057 9.3 96.9 11,741,428 4.1

285,231,353 9.3 96.9 11,774,184 4.1

253,704 0.0 74.4 △ 32,756 △ 12.9

2,371,831,167 77.2 97.4 △ 54,017,628 △ 2.3

1,882,757,413 61.3 97.8 91,121,932 4.8

127,852,498 4.2 92.8 △ 11,491,288 △ 9.0

361,221,256 11.8 96.7 △ 133,648,272 △ 37.0

411,162,444 13.4 100.0 △ 66,501,533 △ 16.2

411,162,444 13.4 100.0 △ 66,501,533 △ 16.2

0 0.0 - 0 -

0 0.0 - 0 -

813,000 0.0 100.0 354,000 43.5

813,000 0.0 100.0 354,000 43.5

3,071,718,402 100.0 97.5 △ 108,546,603 △ 3.5

0

59,899,201

5,381,000

5,381,000

0

3,222,016

3,089

3,089

47,293,461

26,461,655

17,609,790

6,476,515

6,386,463

90,052

決算額(支出済額)

745,136

745,136

（単位：円・％）

令　和　５　年　度
決 算 額 比 較

不  用  額

済　　　額
不   納
欠損額

収   入
未済額

決算額(収入済額)

（単位：円・％）

令　和　５　年　度
決 算 額 比 較

 


